
　出資金は、期末現在７８６百万円、会員数は１１，676人となっています。
　この出資金に剰余金処分後の諸積立金、一般貸倒引当金を加えたコア
資本に係る基礎項目の額から、調整項目の額を差し引いた自己資本の額は、
３8,619百万円となりました。
　一方、信用リスク・アセットの額にオペレーショナル･リスクを加味したリス
ク･アセット等の額の合計額は、１９1,673百万円となりました。この結果、自
己資本比率は国内基準（４％）の5倍を上回る20.14％となり、経営の健全性･
安全性を十分確保することができました。
　これからも、事業計画の推進を通じた利益の積上げにより自己資本の充実
に努めてまいります。

詳しくは、P37～P45 資料編「バーゼルⅢ第3の柱の開示 自己資本の充実の状況（令和6年3月31日現在）」をご覧ください。

 令和6年3月末
自己資本の額

38,619百万円

 令和6年3月末
自己資本比率

20.14％

自己資本比率 （20.14%）
①自己資本の額（ハ）　　　　　　　 　（38,619百万円）
②リスク･アセット等の額の合計額（ニ）（191,673百万円）

=  

　自己資本比率とは、金融機関
の健全性を示す重要な指標の
ひとつで、出資金や積立金等の
自己資本を「分子」に、リスク･ア
セット（損失が発生する可能性
のあるリスク資産）を「分母」とし
て算出します。
　現在、国内金融機関は4％以
上であることが求められており、
高いほど健全な財務体質であ
るといわれています。
　

自己資本比率とは？

自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫および信用金庫連合会がその保有する資産等
に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。
また、信用リスク・アセットの額の算出にあたり標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出については基礎的手法を採用しております。

（注）

①自己資本の額
当期末項　　　目

（単位：百万円）

自己資本比率
（国内基準4％）

自己資本の額

【自己資本の額および自己資本比率の推移】

項　目 令和2年3月末 令和3年3月末 令和6年3月末

17.56

31,379

17.44

33,256

令和4年3月末

17.10

35,166

20.14

38,619

令和5年3月末

18.63

37,009

（単位：％、百万円）

②リスク･アセット等の額の合計額
当期末項　　　目

（単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目 
　　普通出資または非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　　コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　　コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　  　　   （イ）
コア資本に係る調整項目  
　　無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　　前払年金費用の額
　　コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　　  （ロ）
自己資本
　　自己資本の額 （（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　  　　     （ハ）

リスク・アセット等    
　　信用リスク・アセットの額の合計額
　　オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額
　　リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　　　  　（ニ）

上記、表の用語の説明については「金融再生法開示債権および信用金庫法開示債権の保全・引当状況」（Ｐ33～P34）をご覧ください。

　貸出金をはじめとする債権は、金融機関の資産の中で最も大きなウェイトを占めるとともに、収益の大きな柱でも
あるため、債権の状況（元本や利息が正常に支払われているかなど）は、金融機関の健全性の中でも重要なものです。
　当金庫では、皆さまに安心してお取引いただくために、経営体質の強化を図るべく、厳格な自己査定基準および償
却･引当基準を定め、これに基づいた適正な引当処理を行い、資産の健全性確保に万全を期しています。

貸倒引当金
保全率
b/a

未保全額
a-b担保・保証額

債権額
a債権の区分 保全額

b

（単位：百万円）

B
C

D
E

A 1,124 1,124

4,811
1,673

－
1,673
7,609

463

2,352
1,210

－
1,210
4,026

660

2,458
463
－

463
3,582

156
568
－

568
725

－ 100.00%

96.84%
74.64%

－
74.64%
91.29%

破産更生債権および
これらに準ずる債権

※その他の資産にかかる損失引当金（令和5年度期末残高7百万円）は、含んでおりません。

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金※
合　計

その他（△） 期末残高目的使用（△）期首残高 当期増加額
当期減少額

542
20
563

648
3,170
3,818

542
3,119
3,662

̶
3
3

（単位：百万円）

648
67
715

不良債権  8,334

保全額  7,609

未保全額に対する自己資本の額  38,619

未保全額 725

自己資本の額　38,619自己資本の額　38,619

破産更生債権等 1,124破産更生債権等 1,124
危険債権 4,967危険債権 4,967 要管理債権 2,242要管理債権 2,242

担保･保証 4,026担保･保証 4,026 貸倒引当金 3,582貸倒引当金 3,582

該当ありません。

自己資本の額、リスク・アセット等の額の内訳

？

未保全額725百万円
に対して、自己資本の
額が38,619百万円
あり、万が一への備え
は万全です。

不良債権は、担保・保
証等や貸倒引当金に
より91.29％が保全
されています。

（単位：百万円）

正常債権 136,493

不良債権 8,334

債権合計
144,828

38,369
542

38,912
       

82
210
293

       
38,619

181,620
10,053
191,673

危険債権
要管理債権
　 三月以上延滞債権
　 貸出条件緩和債権
不良債権合計（A+B+C）
正常債権
債権合計（D＋E）

 4,967
 2,242

 －
 2,242

8,334
 136,493

144,828

金融再生法開示債権および信用金庫法開示債権の保全・引当状況

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

貸出金償却の額
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自己資本の状況（令和6年3月31日現在）
自己資本の充実を図り経営の健全性・安全性を確保しています。

不良債権の状況（令和6年3月31日現在）
厳格な自己査定を実施し、資産の健全性確保に万全を期しています。




